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ξ 1.最近 の 動 き/C・・rentT・pics}
◎ 第1回 科 学 技 術 政 策 研 究 国 際 コ ン フ ァ レ ンス/IRternationalConferenceon
ScienceandTechnologyPolicytobeheldinFebruary(SeePr◎graraP.3)
既 報 の とお り、 当 研 究 所 で は2月2日 ～4日 に 第1回 科 学 技 術 政 策 研 究 国 際 コ ン フ
ァ レ ン ス を 下 田 にて 開 催 す る。(コ ンフ ァ レ ン ス の プuグ ラ ム に つ い て は3頁 参 照)
◎研究 会 等/ResearchMeeting
O「OECDフ ラス カチ ・マニ ュア ル予測 分野 連絡 会 が設 置 され、1月23日 に第1
回 の会合 が開 かれ た。
○ 「科学 技術指 標研 究 会」 が、1月24日 に開 催 され た。
○ 「第4回 新材 料 の開 発利用 とその 影響 に関す る研 究 会」 が1月24日 に開催 され 、




l/17(水)「新 技術 の生 産者 一期 待 す る こと、 され る こと 一」
三 浦睦 広(新 技 術 事業 団参事 役 技 術展 開部 担 当)
◎NISTEPレポ ー トNo.7『自然 科 学 系 博 士 号 取 得 の 量 的 日米 比 較 』 を 発 表/Quant-
itativeComparisonefScienceandEngineeringl)octoratesinJapanandthe
乏∫nitedStates
先 月 、NISTEPREPORTNo.7「自然 科 学 系 博 士 号 取 得 の 量 的El米 比 較 」を 発 表 した 。
本 レポ ー トは 、 第1調 査 研 究 グ ル ー プ の 西 潟 上 席 研 究 官 が と りま と め た も の で
あ る。
一一1一
この調査研究は、我が国の大学院の 自然科学系(理 学系 と工学系)の 博士課程
に着 目 して、その入学、博士号取得、博士課程修了後の進路等の状況を調査 し、
我が国で1年 間に誕生する博士数 と米国の博士数 との比較を行 って、量的側面か
ら我が国の大学院自然科学系博士課程が研究者養成機関 として果 している機能に
ついて分析 したものである。
◎NISTEPレポ ー トNo.8『我 が 国の 主要企 業 にお け る 「基礎i研究 」 にっ いて 』を 発表
/"BasicResearch"inMajorCompaniesofjapan
1月19日 、MST£Pレポー トNo.8『我 が 国の主 要企 業 にお け る 「基礎 研究 」 にっ
いて 』 を発表 した。本 レポー トは 、主 だ った民 間企業 にお け る基礎研 究 の運 営 や技 〆
術 戦 略企 画立 案 の要職 にあ る ユ2名 の方 々を科学 技術 政策 研究 所 にお招 き して 開催
したセ ミナ ー ・シ リーズ にお いて 明 らか に され た我が 国 の主要 企業 にお け る 「基 礎
研 究 」運 営 の特徴 にっ いて 、平 野総 括上席 研究 言 及 び西潟 上席研 究官 が 整理 分 析 し、
と りま とめ た もので あ る。
本 レポー トで は、民 間企 業 にお いて近年 特 に熱 心 に取 り組 まれ る よ うにな った 「基
礎 研 究」 は 、①長 期 的視点 に立 った活動 で あ る こと、② 組 織 の力 よ りは個人 の 自由
な発想 に依 存 した活動 で あ る ことな どに特 徴 が あ り、そ の運営 に 当た って も、従 来
の研 究開 発 と は一線 を画 した新 しい運 営方 式 を と る試 みが 行わ れて い る と分 析 して
い る。 この新 しい運 営 方式 につ いて は、 「基礎 研 究」 に向 い た人 材 を集 め る こ と、
その よ うな人 材が そ の能力 、発 想力 を最大 限 に発揮 で きる研 究環 境 を提 供す る こと




進 めていた 『我が国の科学技術政策の史的展開』が完成 し、発表 された。
本書は、籔未踏科学技術協会 に科学技術政策 史研究会(座 長 故井上啓次郎元科
学技術事務次官)を 設け、額新技術開発財団か らの助成 を受けて実施 された 「我が
国の科学技術政策の史的展開に関す る研究」の成果であ り、戦後の科学技術政策の
変遷を総合的に取 りまとめることを目的 とした最初の試みである。 このため、当研
究所の協力 と監修の下に客観的事実を正確に記述すること、及びで きる限 りデータ
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されているため、欧米を中心に種々の検討が なされている。 このため当所 の 「科
学技術指標」で も、主 として産業界 における研究開発活動を反映す る指標 と して、
特許データを採用することと した。
産業界 における研究開発を対象 とす る時、産業分類別にデータを整理すること
が不可欠であるが、 このようなデータは既存 のデータベースか らは入手すること
ができない。 そこで当グループでは、産業分類別に特許データを集計 してきた。
本報告 は、我が国特許への主要な国内企業 の特許出願件数を産業別かっ特許分
類別に集計するとともに、それを もとに各産業 における研究開発の現状 ・動向に
ついて検討を行 ったもので ある。なお、検討に際 しては、集計データの量がきわ
めて膨大であるため、いくっかの基礎的な数学手法を導入 しデータを整理するこ




1985年 お よび1976年 の我 が国 企業 の我 が 国特 許へ の 出願 件 数 に関 す る
デー タを入手 し、 これ を産 業別 ・特 許分類 別 に集 計 した。 ここに企業 の産 業 分類
は 「会 社 四季 報 」に よ り最 終 的 には20分 類 強 に、特 許 分類 は3桁 の国 際特 許分
類 に従 い ユ18分 類 に分 類 した。集 計対 象 と した企業 は、① 上場 企業 で あ り、②
1985年 の特 許 ・実 用新 案 出願件 数 が20件 以上 の 国内企 業 で あ る。
集計 の対 象 とな った企業 は640社 で あ り、 それ らに よ る特 許出願 件数 は19








密機器、総合化学な どの産業が これに次 ぐ。
電気機械産業 は会社数では全体の22%を 占め るにすぎないが、特許出願件数
(1985年)で は54%を 占める。
(2)電気機械産業は、ほぼすべての特許分類で相当の シェアを占めてお り、 し
か も電気関係の特許分類では圧倒的なシェアを有す る。 これに反 して輸送用機械、
総合化学 などの産業では、特定分野への出願が目立つ。
(3)各産業 において大 きなシェアを占める特許出願分野の大半 は、従来か らの
本業分野への出願であ る。なお、特 にその他化学、精密機器な どの産業では、電
気関係 の特許分類への出願が目立っ。
(4)各産業 とも資本金上位数社が、各産業 の特許出願の大半を占め る。たとえ




2.特 許 出願 の変 化(ユ985年 と ユ976年 の比較)













(i)産業全体 としては、特許出願件数 と研究開発費 の間に相関が認め られ るが、
企業単位でみるとその相関はやや不明確 となる。
(2)単位研究開発費当た りの特許 出願件数 は電気機械、精密機器などの産業で
大 きく、医薬品等の産業で小 さい。




(1)エレク トロニ クスを中心 と した電気関係の技術 は近年の技術開発の主流と
なってお り、 これを担 っているのは電気機械、精密機器、その他化学、非鉄金属
などの産業である。 これ らの産業では、全般に特許 出願件数の伸びが著 しく、研
究開発の方向の変化は小 さい。なお、これ らの産業では、電気関係 に加 え、写真、
印刷等の分野への特許出願 も目立っ。
(2)化学関係の技術は電気関係と並んで、総合化学、繊維、医薬品、油脂塗料
など多 くの産業 に共通する大 きな技術の潮流をな している。 しか し近年は、いず
れの産業において も研究開発の方向に変化が見 られ、 しか も変化の方向は企業ご
とにかな り異なっている。
また、繊維産業では医学等、総合化学産業では電気素子など、従来 の本業分野
以外への特許出願 も目立っ。(第2研 究 グループ)
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